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意 見

第１ 審査の概要

１）審査の対象 令和２年度熊取町下水道事業会計決算

２）審査の期間 令和３年６月２２日～令和３年６月２９日

３）実地審査場所 熊取町役場本館３階会議室

４）審査の実施 この審査に当たっては、町長から提出された決算書

類が、法令及び監査基準に基づき下水道事業の財政運

営状況及び経営状況を適正に表示しているか否かを

検証するため、会計帳票、証拠書類との照合、事情聴

取その他の審査を実施した。

次いで、本事業の経営内容を把握するため、計数の

分析を行い、企業の経済性の発揮及び公共性の確保を

主眼として考察した。

第２ 審査の結果

１）決算諸表について

審査に付された決算諸表は、下水道事業の財政運営状況及び経営状況を

適正に表示しているものと認められる。

２）業務量について

本年度における整備済区域内人口は３万５，７５８人で前年度と比較して１

８９人増加し、普及率は８２．６％で前年度と比較して１．０ポイント上昇し、

水洗化人口は３万３，８７２人で前年度と比較して１９９人増加し、水洗化率

は９４．７％で前年度と比較して同率となっている。また、整備済区域内世帯

は１万５，０８０世帯で前年度と比較して２１３世帯増加し、水洗化世帯は１

万４，１５３世帯で前年度と比較して２１９世帯増加している。さらに、有収

水量について、年間水量は３５１万３，２６７㎥で前年度と比較して１０万５，

５０６㎥増加し、一日平均水量は９，６２５㎥で前年度と比較して３１４㎥増

加している。

年間布設延長について、町施工の汚水管は１１９２．４１ｍで前年度と比較

して３６２．５１ｍ増加し、民間開発の汚水管は８７４．６９ｍで前年度と比
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較して３１７．７１ｍ減少し、町施工の雨水管は前年度に引き続き実績がなく、

民間開発の雨水管は４５．４８ｍで前年度と比較して１６．４２ｍ減少してい

る。

なお、業務量の推移は表１のとおりです。

３）経営成績について

表２のとおり、本年度の総収益は、１１億２，３１４万７，９９６円（仮

受消費税及び地方消費税５，０２１万９，９２９円）で、これに対する総

費用は１０億７，０６９万８，０９２円（仮払消費税及び地方消費税１，

９５５万６，５００円）となり、差引５，２４４万９，９０４円が当年度

純利益となった。なお、当年度未処分利益剰余金は、繰越利益剰余金前年

度末残高が０円であったため当年度純利益と同額の５，２４４万９，９０

４円となった。

営業収支では、営業収益が４億９，７２３万４，４６８円で、前年度に

比べ１，０２０万２，７０３円増加し、営業費用は９億４，６４４万８１

８円で、前年度に比べ２，３５５万１，３２８円増加している。

〔表１〕　業務量の推移

増 減

人 43,685 43,589 43,277 △ 312 △ 0.7 ％

人 35,450 35,569 35,758 189 0.5 ％

％ 81.1 81.6 82.6 1.0

人 33,357 33,673 33,872 199 0.6 ％

％ 94.1 94.7 94.7 0.0

世帯 14,655 14,867 15,080 213 1.4 ％

世帯 13,648 13,934 14,153 219 1.6 ％

㎥ 3,405,388 3,407,761 3,513,267 105,506 3.1 ％

㎥ 283,782 283,980 292,772 8,792 3.1 ％

㎥ 9,330 9,311 9,625 314 3.4 ％

町 施 工 ｍ 1,150.60 829.90 1,192.41 362.51 43.7 ％

民間開 発 ｍ 586.68 1,192.40 874.69 △ 317.71 △ 26.6 ％

町 施 工 ｍ 0.00 0.00 0.00 0.00

民間開 発 ｍ 0.00 61.90 45.48 △ 16.42 △ 26.5 ％

比　　　　較

対前年度比

行政区域内人口

整備済区域内人口

普及率

水洗化人口

水洗化率

整備済区域内世帯

水洗化世帯

年 間

一 ヶ 月 平 均

一 日 平 均

―

事　　　項 単位 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

有
収
水
量

年
間
布
設
延
長

汚
水
管

雨
水
管
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また、営業外収支等では、営業外収益等が６億２，５９１万３，５２８

円で、前年度に比べ３，１０９万７，９３４円増加し、営業外費用等が１

億２，４２５万７，２７４円で、前年度に比べ６５０万１１５円増加して

いる。

営業収支が赤字となっている理由については、償却資産を減価償却費と

して営業費用に計上しているためである。また、営業外収支等の黒字の理

由についても、償却資産の取得又は改良時に負債（繰延収益）として発生

する受贈財産、補助金等について、減価償却費や除却費が発生する毎に長

期前受金戻入分として収益化しているためである。

図１は、損益の推移を表したものである。本年度は５，２４５万円の純利益

となり、３年連続で純利益を計上している。

〔表２〕収益的収支の推移

上段の数値は税抜額

下段の数値は消費税及び地方消費税額

（単位：千円）

区　　分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総 収 益 1,079,130 1,081,847 1,123,148

Ａ 39,798 42,311 50,220

総 費 用 1,034,153 1,040,647 1,070,698

Ｂ 15,267 17,460 19,557

収支差 引 44,977 41,200 52,450

Ａ－Ｂ 24,531 24,851 30,663

収 支 率

Ａ/Ｂ×１００(%)

104.3 104.0 104.9
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次に、有収水量１㎥当り及び１世帯当りの収益費用についてみると、表３及

び表４のとおりである。

有収水量１ｍ
３
当りの営業収益が、１４１円５３銭、有収水量１ｍ

３
当り

の営業費用が、２６９円３９銭となり、その差は１ｍ
３
当り１２７円８６銭

の損失であり、その他の収支を含めた純損益は、１ｍ
３
当り１４円９３銭の

純利益となった。

〔表３〕　有収水量１ｍ３当りの収益費用対照表

平 成 ３ ０ 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 対 前 年 度増 減 率 (%)

3,405,388 3,407,761 3,513,267 3.1

営業収益
（下水道使用料＋雨水処理負担金＋手数料）　Ｂ

１ｍ３当り営業収益
Ｂ／Ａ　　 　　　　　　　　　　C

１ｍ３当り営業費用
Ｄ／Ａ　　 　　　　　　　　　　Ｅ

１㎥当り営業収支
Ｃ－Ｅ

△ 122.17 △ 127.90 △ 127.86 －

営業外収益等 　　　　　　　　　Ｆ 590,225,457 594,815,594 625,913,528 5.2

１ｍ３当り営業外収益等
　　Ｆ／Ａ　　　　　　　　　　　 　Ｇ

営業外費用等　　　　　　　　　Ｈ 129,208,434 117,757,159 124,257,274 5.5

１ｍ３当り営業外費用等
Ｈ／Ａ　　 　　　　　　　　　 　Ｉ

１㎥当り営業外収支等
Ｇ－Ｉ

135.38 139.99 142.79 －

総収益　　　　  　　　　　　　　Ｊ 1,079,130,428 1,081,847,359 1,123,147,996 3.8

１ｍ３当り総収益
Ｊ／Ａ　　　　　　　　　　　　 Ｋ

総費用　　　　　　　　　   　　Ｌ 1,034,153,384 1,040,646,649 1,070,698,092 2.9

１ｍ３当り総費用
Ｌ／Ａ 　　　　　　　　　　　Ｍ

１㎥当り純損益
Ｋ－Ｍ

13.21 12.09 14.93 －

平 成 ３ ０ 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 対 前 年 度増 減 率 (%)

13,648 13,934 14,153 1.6

営業収益
（下水道使用料＋雨水処理負担金＋手数料）　Ｂ

１世帯当り営業収益
Ｂ／Ａ　　 　　　　　　　　　　C

１世帯当り営業費用
Ｄ／Ａ　　 　　　　　　　　　　Ｅ

１世帯当り営業収支
Ｃ－Ｅ

△ 30,483.59 △ 31,280.16 △ 31,739.30 －

営業外収益等 　　　　　　　　　Ｆ 590,225,457 594,815,594 625,913,528 5.2

１世帯当り営業外収益等
　　Ｆ／Ａ　　　　　　　　　　　 　Ｇ

営業外費用等　　　　　　　　　Ｈ 129,208,434 117,757,159 124,257,274 5.5

１世帯当り営業外費用等
Ｈ／Ａ　　 　　　　　　　　　 　Ｉ

１世帯当り営業外収支等
Ｇ－Ｉ

33,779.09 34,237 35,445 －

総収益　　　　  　　　　　　　　Ｊ 1,079,130,428 1,081,847,359 1,123,147,996 3.8

１世帯当り総収益
Ｊ／Ａ　　　　　　　　　　　　 Ｋ

総費用　　　　　　　　　   　　Ｌ 1,034,153,384 1,040,646,649 1,070,698,092 2.9

１世帯当り総費用
Ｌ／Ａ 　　　　　　　　　　　Ｍ

１世帯当り純損益
Ｋ－Ｍ

3,295.51 2,956.84 3,705.92 －

区　　　　　　　　　　　　分

有収水量（ｍ３）　　　　　　　　　　Ａ

〔表４〕　１世帯当りの収益費用対照表

区　　　　　　　　　　　　　分

水洗化世帯（世帯）　　　　　　　　Ａ

488,904,971 487,031,765 497,234,468 2.1

143.57 142.92 141.53 △ 1.0

営業費用　　　　　　　　　　　Ｄ 904,944,950 922,889,490 946,440,818 2.6

265.74 270.82 269.39 △ 0.5

173.32 174.55 178.16 2.1

37.94 34.56 35.37 2.3

316.89 317.47 319.69 0.7

303.68 305.38 304.76 △ 0.2

488,904,971 487,031,765 497,234,468 2.1

35,822.46 34,952.76 35,132.80 0.5

営業費用　　　　　　　　　　　Ｄ 904,944,950 922,889,490 946,440,818 2.6

66,306.05 66,232.92 66,872.10 1.0

43,246.30 42,688.07 44,224.80 3.6

9,467.21 8,451.07 8,779.57 3.9

79,068.76 77,640.83 79,357.59 2.2

75,773.25 74,683.99 75,651.67 1.3

営

業

収

支

（
円

）

営
業
外
収
支
等

（
円

）

総

計

（

円

）

営
業
収
支

（
円

）

営
業
外
収
支
等

（
円

）

総
計

（
円

）
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また、１世帯当りの営業収益３５，１３２円８０銭と１世帯当りの営業

費用６６，８７２円１０銭の差は、１世帯当り３１，７３９円３０銭の損

失となるが、営業外収支等を含めた純損益は、１世帯当り３，７０５円９

２銭の純利益となっている。

当年度における収益的収支予算と決算の対比を行ってみると、表５のと

おりである。

ア）収益について

収益的収入予算に対する収入率は、全体で１０１．６％である。内訳

としては、営業収益が１０２．９％、営業外収益が１００．５％、特別

利益が１００．０％となっている。予算額と比較すると、営業収益が１，

５２２万８千円、営業外収益が３０７万２千円それぞれ上回っており、

特別利益は５千円下回っている。

さらに、事業の収益力を見るために、営業収益対営業損益率及び営業

収益対純利益率をみると表６のとおりである。

〔表５〕　収益的収支予算・決算対照表

予　　　算 決　　　算 増　　　減 収入・支出率(%)

収 益 530,877 546,105 15,228 102.9

費 用 995,624 965,957 △ 29,667 97.0

収 益 609,961 613,033 3,072 100.5

費 用 124,434 116,918 △ 7,516 94.0

特 別 利 益 14,207 14,202 △ 5 100.0

特 別 損 失 等 24,376 21,494 △ 2,882 88.2

総 収 益 Ａ 1,155,045 1,173,340 18,295 101.6

総 費 用 Ｂ 1,144,434 1,104,369 △ 40,065 96.5

（ Ａ － Ｂ ） 10,611 68,971 58,360 －

数値は税込額（単位：千円）

区　　　　　　　　分

営
業

営
業
外

そ
の
他

総
　

計
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営業収益に対する営業利益率は、△９０．３％となり、営業収益に

対する純利益率は、１０．５％となった。

総収益の内訳推移表は、表７のとおりである。

営業収益は、前年度と比べて１，０２０万２千円の増加となった。

これは、雨水処理負担金が１１０万５千円減少しているものの、下水

道使用料が１，１３９万２千円増加したことによるものである。

また、営業外収益は、前年度に比べて２，７５３万６千円の増加と

なった。これは、他会計補助金が１，３０８万２千円、長期前受金戻

入が１，００４万６千円それぞれ増加したことなどによるものである。

さらに、特別利益は、前年度に比べて、流域下水道負担金精算返納

金が増加したことにより、３５６万１千円の増加となった。

〔表６〕　営業収益対営業損益率及び営業収益対純利益率の推移
数値は税抜額（単位：千円）

区 分 平 成 ３ ０ 年 度 令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度

営業損益（Ａ－Ｂ）　　Ｃ △ 416,040 △ 435,857 △ 449,207

営業収益対営業損益率
Ｃ／Ａ×１００（％）

純利益（Ｄ－Ｅ）　　Ｆ 44,977 41,200 52,450

営業収益対純利益率
Ｆ／Ａ×１００（％）

営業収益　　　　Ａ 488,905 487,032 497,234

営業費用　　　　Ｂ 904,945 922,889 946,441

△ 85.1 △ 89.5 △ 90.3

総収益　　　　 Ｄ 1,079,130 1,081,847 1,123,148

総費用　　　　 Ｅ 1,034,153 1,040,647 1,070,698

9.2 8.5 10.5

〔表７〕　総収益の内訳推移表 数値は税抜額（単位：千円）

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

決 算 額 決 算 額 決 算 額 対前 年度 増 減 対前年度増減率（％）

488,905 487,032 497,234 10,202 2.1

下 水 道 使 用 料 478,329 477,167 488,559 11,392 2.4

雨水処理負担金 10,291 9,489 8,384 △ 1,105 △ 11.6

その他営業収 益 285 377 291 △ 86 △ 22.8

571,080 585,466 613,002 27,536 4.7

他 会 計 補 助 金 166,551 173,127 186,209 13,082 7.6

長期前受金戻入 398,852 401,972 412,018 10,046 2.5

雑 収 益 5,677 10,367 14,775 4,408 42.5

19,145 9,350 12,911 3,561 38.1

1,079,130 1,081,847 1,123,148 41,301 3.8

令 和 ２ 年 度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

総 収 益

区 分
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その結果、総収益額は、４，１３０万１千円の増加となった。

収益的収入の営業収益、営業外収益等別の推移を表したのが図２で

ある。

収益的収入に占める営業収益、営業外収益、特別利益の割合は、そ

れぞれ４４．３％、５４．６％及び１．１％となった。

イ）費用について

収益的支出予算の執行率は９６．５％で、支出額は１１億４３６万９

千円（うち消費税及び地方消費税１，９５５万７千円）となっている。

不用額は、４，００６万５千円である。

また、費用構成については、表８に示すように、流域下水道管理費が

１，２１４万７千円、支払利息が１，３４７万円減少したものの、委託

料や負担金、補助及び交付金等によるその他が５，５６２万７千円増加

したことにより、総費用額では３，００５万１千円増加となった。

488,905 487,032 497,234 

571,080 585,466 613,002 

19,145 9,350 
12,911 

0 

200,000 

400,000 

600,000 

800,000 

1,000,000 

1,200,000 
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<図２>　営業収益・営業外収益等の推移

特別利益

営業外収益

営業収益

（単位：千円）

構成比率 （単位：％）

区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度

営業収益 45.3 45.0 44.3 

営業外収益 52.9 54.1 54.6 

特別利益 1.8 0.9 1.1 

計 100.0 100.0 100.0 
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図３に示すように本年度の経常費用中に占める割合は、職員給与費（６．

５％）、流水下水道管理費（１２．２％）、減価償却費（６０．３％）、支

払利息（９．０％）、その他（１２．０％）となっている。

構成比率（単位：％）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

職 員 給 与 費 5.6 6.5 6.5

流域下水道管理費 13.7 13.7 12.2

減 価 償 却 費 62.0 62.2 60.3

支 払 利 息 11.9 10.6 9.0

そ の 他 6.8 7.0 12.0

計 100.0 100.0 100.0

〔表８〕　費用構成（特別損失除く。） 数値は税抜額（単位：千円）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 対前年度増減 対前年度増減率（％）

職 員 給 与 費 57,621 68,136 69,328 1,192 1.7

流 域 下 水 道 管 理 費 141,261 142,888 130,741 △ 12,147 △ 8.5

減 価 償 却 費 641,467 647,066 645,915 △ 1,151 △ 0.2

支 払 利 息 123,269 109,786 96,316 △ 13,470 △ 12.3

そ の 他 70,535 72,771 128,398 55,627 76.4

計 1,034,153 1,040,647 1,070,698 30,051 2.9
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４）資本的収支について

本年度における資本的収支の決算額（税抜）は、

資本的収入 ６億７，４３２万１，８８６円

（仮受消費税及び地方消費税０円）

資本的支出 ８億８，５７３万１，１２１円

（仮払消費税及び地方消費税２，５３６万９，５０５円）

差 引 △２億１，１４０万９，２３５円となっている。

ア）資本的収入について

資本的収入の内訳は、表９のとおりである。

※構成比は単純四捨五入としているため、合計が１００％にならない場合があります。

企業債は、前年度に比べて、公共下水道事業債が４，３４０万円、流

域下水道事業債が１，４５０万円、資本費平準化債が借換債を含めて２，

１２０万円増加したことにより、総額で７，９１０万円の増加となって

いる。

負担金は、前年度に比べて、下水道接続負担金が１，５５８万２千円

減少したことなどにより、１，７６８万円の減少となっている。

補助金は前年度に比べて１，３１０万円増加し、他会計出資金は前年

度に比べて２，４９１万４千円減少している。

〔表９〕資本的収入の内訳

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

企 業 債 368,100 58.9 447,200 66.3 79,100 21.5

負 担 金 24,814 4.0 7,134 1.1 △ 17,680 △ 71.3

補 助 金 91,900 14.7 105,000 15.6 13,100 14.3

他 会 計 出 資 金 139,902 22.4 114,988 17.1 △ 24,914 △ 17.8

計 624,717 100.0 674,322 100.0 49,605 7.9

数値は税抜額（単位：千円）

令和元年度 令和２年度
区　　　分 対前年度増減 対前年度増減率(%)
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イ）資本的支出について

資本的支出の内訳は、表１０のとおりである。

企業債償還金は、前年度に比べて１５１万４千円の減少となっている。

建設改良費の主なものは、久保三丁目地内における公共下水道布設工

事（Ｒ２－２）４，０２２万１千円、小垣内三丁目地内における公共下

水道布設工事（Ｒ２－１）３，３７７万６千円、久保二丁目地内におけ

る公共下水道布設工事（Ｒ２－３）３，２６８万２千円、大久保南二丁

目地内における公共下水道工事（Ｒ２－５）２，６７１万１千円でその

総額は１億９，１４５万３千円となっている。建設改良費の残り１億１，

４７６万７千円のうち、主なものは流域下水道建設費負担金や実施設計

委託料等である。

５）資産の状態について

貸借対照表構成比率は、表１１のとおりである。

※金額は千円以下を四捨五入としているため、合計額と一致しない場合があります。

〔表１０〕資本的支出の内訳

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

建 設 改 良 費 279,571 32.5 306,220 34.6 26,649 9.5

企 業 債 償 還 金 581,025 67.5 579,511 65.4 △ 1,514 △ 0.3

計 860,596 100.0 885,731 100.0 25,135 2.9

数値は税抜額（単位：千円）

令和元年度 令和２年度
区　　　分 対前年度増減 対前年度増減率(%)

〔表１１〕貸借対照表構成比率推移

金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%) 金　　　額 構成比(%)

17,929,024 100.0 17,699,730 100.0 17,550,570 100.0 △ 149,160 △ 0.8

固 定 資 産 17,646,550 98.4 17,422,859 98.4 17,168,372 97.8 △ 254,487 △ 1.5

流 動 資 産 282,474 1.6 276,871 1.6 382,198 2.2 105,327 38.0

16,523,725 92.2 16,113,328 91.0 15,796,729 90.0 △ 316,599 △ 2.0

固 定 負 債 5,334,045 29.8 5,127,466 29.0 5,073,199 28.9 △ 54,267 △ 1.1

流 動 負 債 804,854 4.5 750,828 4.2 689,965 3.9 △ 60,863 △ 8.1

繰 延 収 益 10,384,826 57.9 10,235,034 57.8 10,033,565 57.2 △ 201,469 △ 2.0

1,405,299 7.8 1,586,402 9.0 1,753,839 10.0 167,437 10.6

資 本 金 1,300,206 7.2 1,440,108 8.1 1,555,095 8.9 114,987 8.0

剰 余 金 105,093 0.6 146,294 0.8 198,744 1.1 52,450 35.9

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

資 産
（ 負 債 ・ 資 本 合 計 ）

負 債

資 本

区 分
Ｒ2-Ｒ1
増減

Ｒ2-Ｒ1
増減率（％）
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ア）資産について

本年度末の総資産額は、１７５億５，０５７万円で前年度に比べて１

億４，９１６万円の減少となっている。資産の大半は固定資産で、本年

度総資産に占める割合は９７．８％であった。

イ）負債について

負債合計は、１５７億９，６７３万円で前年度に比べて３億１，６５

９万９千円の減少となっている。

これは、前年度に比べて、固定負債のうち、企業債が５，７６２万円、

流動負債のうち、企業債が７，４６９万１千円それぞれ減少したことな

どによるものである。

ウ）資本について

資本金合計は、１５億５，５０９万５千円で前年度に比べて１億１，

４９８万７千円の増加となっている。

これは、一般会計出資金を資本金に１億１，４９８万７千円繰り入れ

たことによるものである。

剰余金合計は、１億９，８７４万４千円で前年度に比べて５，２４５

万円の増加となっている。

これは、当年度未処分利益剰余金が２，３７２万８千円減少したもの

の、減債積立金が７，６１７万８千円増加したことによるものである。

６）経営分析について

主な経営指標については、表１２のとおりである。
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表１２を見ると、固定資産対長期資本比率は１０１．８％で、前年度よ

り１．０ポイント低下している。これは、固定資産に対する調達原資の適

合関係を判断するもので、１００％以下であることが望ましいとされてい

る。

自己資本構成比率は６７．２％で、前年度より０．４ポイント上昇して

いる。これは、負債資本合計に占める自己資本の割合を示すもので、この

比率が高いほど経営の安全性が高いとされている。

流動比率は５５．４％で、前年度より１８．５ポイント上昇している。

これは１年以内に支払わなければならない負債に対する支払能力を判断

するための比率であり、流動性を確保するためには流動資産が流動負債の

２倍（２００％）以上あることが望ましいとされている。

営業収支比率は５２．５％で、前年度より０．３ポイント低下している。

これは、経済活動での収支の均衡状況を図る指標として、１００％以上が

望ましいとされているが、減価償却費を営業費用に計上し、長期前受金戻

入を営業外収益に計上しているため、これを下回っている。

経常収支比率は１０５．８％で、前年度より２．２ポイント上昇してい

る。これは、経常費用に対する経常収益の割合を示すもので、独立採算性

の原則により１００％以上が望ましいとされている。

７）むすび

下水道事業会計決算審査の概要は、以上のとおりである。

まず、業務量について、整備済区域内人口は３万５，７５８人で普及率

は８２．６％、水洗化人口は３万３，８７２人で水洗化率は９４．７％と

なり、年間有収水量は３５１万３，２６７㎥となった

〔表１２〕経営分析

令和元年度 令和２年度

固 定 資 産 対 固定資産

長 期 資 本 比 率 （ ％ ） 資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負債資本合計

流動資産

流動負債

営業収益-受託工事収益

営業費用-受託工事費用

経常収益

経常費用

比率
項            目 算                 式 対前年度増減

×１００ 102.8 101.8 △ 1.0

自己 資 本 構 成比 率 （ ％ ） ×１００ 66.8 67.2 0.4

流 動 比 率 （ ％ ） ×１００ 36.9 55.4 18.5

営 業 収 支 比 率 （ ％ ） ×１００ 52.8 52.5 △ 0.3

経 常 収 支 比 率 （ ％ ） ×１００ 103.6 105.8 2.2
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次に、有収水量１ｍ
３
当りの総収益が３１９円６９銭で前年度より２円

２２銭増加、有収水量１ｍ
３
当りの総費用が３０４円７６銭で前年度より

６２銭減少し、有収水量１ｍ
３
当りの収支は１４円９３銭の純利益を確保

できた。

その結果、令和２年度の決算は、事業収益１１億２，３１４万７，９９

６円、事業費用１０億７，０６９万８，０９２円となり、差引５，２４４

万９，９０４円の当年度純利益となっており、３年連続で黒字決算、さら

に前年度よりも大口利用者の接続などにより使用量が増加している点で

評価できるものの、令和２年度はコロナウイルスの感染拡大防止に伴い、

在宅時間が増加した影響などが大きな要因であり、一時的なものであると

考えられる。

さらに、当年度純利益は、主に現金収入を伴わない長期前受金戻入など

により確保されたものが大きく、健全で持続的に事業を運営するためには、

現金収入を伴う収益の確保が必要である。

また、令和元年度に引き続き、現金の不足により、他の事業会計から一

時的に現金を借り入れなければならない事態が生じていることから、現金

不足を回避するために更なる現金預金の確保に努められたい。

最後に、人口減少等による下水道使用料収入の減少や下水道施設の増加

による維持管理費用の増加など地方公営企業を取り巻く状況が大変厳し

い状況ではあるが、持続可能な経営を確保し、次の世代へと送るために熊

取町下水道ビジョン（経営戦略）に基づき、料金改定の必要性も十分検討

の上、引き続き、経営基盤の強化や経営の効率化に努められたい。


